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１．研究内容

　環境と所有権の関係について研究をおこなっていま
す。当該研究の基礎となっている理論が、「コースの…
定理」と呼ばれるものです。コースの定理は、社会的…
費用の重要性と所有権のあり方を示唆した重要な定理
です。研究の主題とする環境汚染に対する汚染者への
費用等の負担に関する「汚染者負担の原則」について…
も、コースの定理に基づき研究を行っています。
　また、企業経営と環境問題についての研究も行って
います。

２．地域・産学連携の可能性

　環境問題は、私たちの社会・経済活動がその根源で
もあります。したがって、環境問題を経済的側面から
考え、地域経済・企業経営と環境政策の両分野を融合
させ、様々な課題にアプローチしていくことは非常に
有益です。
　地域の抱える環境問題に対して、企業や行政と連携
し、問題発生のメカニズムを解明し、解決へ向けての
取り組むことは重要です。行政部門はもちろん、企業
部門や我々家計部門においても、環境問題を無視して
社会・経済活動を行うことは、ますます厳しくなりま
す。地域の持続可能な発展を実現していくため、行政・
企業と家計の連携は重要です。そのため、法律・経済
などの社会科学的見地から環境行政、環境経営、環境
を意識した消費行動へのインセンティブとは何か、持
続可能なまちづくりのための環境政策の手法の構築と
いった諸課題について、地域との連携の可能性は沢山
あります。
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